
（ ）

75

-

- - - -

　 0554

年度-

4

外国人雇用届出に係る経
費

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ（※外国人労働者問題啓
発月間のパンフレット・リーフレットの一部あたりの作
成コスト。それ以外の経費については算出不可。）

Ｘ：「パンフレット・リーフレット作成経費（円）」
Ｙ：「作成部数」

単位当たり
コスト 円 14.6 14.8 15.4 14.6

計算式 　　/
1,252,667円
/85,551部

1,263,276円
/85,386部

1,314, 923円
/85,406部

1,247, 977円
/85,206部

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

平成２７年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

75 58 56 46 0

45 28

執行率（％） 71% 78% 50%

ハローワークにおける事業
主訪問指導の実施件数

平成５年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

11,228 11,855 11,668

18

会議経費等

活動実績

活動指標

-

本事業は高度外国人材の受入の推進及び受け入れた外国人労
働者の雇用管理改善を行うことであるが、その内容を定量的な指

標として示すことは困難。

翌年度へ繰越し -

計

費　目

56

主要政策・施策

実績 件

85,406 85,206

計 46 0

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

外国人労働者問題啓発月間等におけるポスター・パン
フレットの配布部数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

委託費 24

85,551 85,386 85,406

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
雇用対策法第４条第１項第10号

関係する計画、
通知等

「高度外国人材受入推進会議」報告書、「留学生30万人計
画（骨子）」「外国人労働者関係省庁連絡会議」申し合わ
せ、「生活者としての外国人」に関する総合的対応策」、「日
本再興戦略」「日本再興戦略（改訂2014）」」「産業競争力強
化のための実行計画」「成長戦略進化のための今後の検
討方針」「外国企業の日本への誘致に向けた５つの約束」

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

53

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 58

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

我が国の経済・国民生活その他社会に様々な影響を与える外国人労働者問題への対応として、高度な専門的知識又は技能を有する外国人労働者の就業
促進及び在留資格の範囲内で適法に労働に従事する外国人労働者に係る雇用管理の改善・再就職を促進し、もって我が国に滞在する外国人の雇用環境
の整備に努めることを目的とする。

前年度から繰越し - -

事業番号

雇用・適正就労対策推進費 担当部局庁 職業安定局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 外国人雇用対策課
外国人雇用対策課長
堀井奈津子

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅳ－３－１　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促
進を図ること

主要経費

27年度

-

-

-

85,551

10,965

-

11,129

27年度活動見込

高度人材の雇用の促進、及び外国人労働者の雇用管理改善に係る周知
広報を効果的に行うため、毎年外国人労働者問題啓発月間を開催するこ
ととしている。平成24～26年度においても6月に同月間を開催のうえ、周知

広報を実施している。

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

10,567 11,073

27 年度

--

部

代替目標 代替指標 単位 24年度 25年度 26年度

高度人材を含む外国人労
働者の雇用管理改善のた
めにハローワークが実施し
ている事業主指導に関する
目標を設定する

件

成果実績

目標値

85,386

目標値

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

-

目標最終年度

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①日本企業における高度外国人材の積極的な活用を推進するため、民間企業へ委託し、実態調査・普及啓発等を内容とした委託事業を実施する。
②外国人労働者の再就業の促進及び雇用管理の改善を図るために外国人雇用状況届出の内容、義務化に関する周知・事業主指導等を行う。

目標最終年度

- -

46

-

24年度 25年度

-

‐

達成度 ％

105％

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

当初見込み

部

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

達成度 ％ 106％ 107％

定量的な目標が設定できない理由

定量的な成果目標



事業所管部局による点検・改善

委託事業については一般競争入札により調達しており、
公示期間の伸長等の工夫を行うことにより競争性も確保
されており妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

上記の状況を踏まえ、引き続き適切に事業を実施する。

委託事業について、企画内容とともに価格面からも評価を
行う総合評価落札方式による一般競争入札を実施し調達
を行ったため、当初予定価格よりも安価で事業を実施する
こととなったため。

709平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

549

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 806

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

改訂日本再興戦略に明記された内容や雇用対策法上の
責務を達成するために必要な事業であり、優先度の高い
事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

　外国人雇用状況の届出の義務化以後、事業主向け外国人雇用管理セミナーや事業所訪問指導等に際して、外国人指針とともに外国人雇
用状況届出の周知徹底を図っている。また、委託事業を活用して作成したマニュアルについても、各都道府県労働局へ配付するほか、HPへ
の公表を行い周知・啓発を図っている。
　日本で就労する外国人労働者数については、平成26年において外国人雇用状況届出の義務化以後、最高水準となっている（平成20年：49
万人→平成26年：79万人）ことから、引き続きこれらの施策等を通じて、その適正就労を図る必要がある。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

546

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

民間企業を活用する委託事業については、事業者の創意
工夫によるところが大きいが、企画内容とともに価格面か
らも評価を行う総合評価落札方式により調達を行うこと
で、他の手段・方法と比較しても実行性の高い手段でかつ
低コストでの実施が出来たと考える。

当初の見込みどおり作成している。

外国人労働者問題啓発月間で作成したポスター・パンフ
レットは、ハローワークのみならず関連行政機関、事業主
にも配布され外国人の雇用のルール等について広く周
知・啓発を図るために活用されている。

ポスター、パンフレットの調達に当たっては、複数の業者
から見積もりを取った上で業者の選定を行っている。

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

高度外国人材の国内における就労促進を図ることは、改
訂日本再興戦略等に盛り込まれた重要施策であるととも
に、専門的・技術的分野の外国人の就業促進や外国人労
働者の雇用管理の改善等を図ることは、国の責務として
雇用対策法に明記されている。

上記の理由により、国が自ら取り組むべき施策であると考
えているが、実態調査など、民間企業を活用することが効
果的な事業については民間企業に委託して実施してい
る。

○

○

○

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ‐

アンケート調査の作成費やセミナー等での周知に必要な
経費等、事業に必要な経費に限定されている。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省 

２８百万円  

（うち、本省事務費３百万円）    

【国】 

C．都道府県労働局 

１４百万円                                 

【一般競争入札】 【一般競争入札】 

Ａ．三菱ＵＦＪリサーチ＆コ

ンサルティング 

７百万円                            

Ｂ．フューチャーデザイン

ラボ 

４百万円 
                            

専門学校に就学する留学
生の数や修了後の日本企
業への就職ニーズ等の実
態調査・報告書の作成 

・日本企業における外国

人技術者や理系留学生の

活用状況に関する調査 

・セミナー開催による調査

結果の普及・啓発 



計 4 計 0

C.愛知労働局 G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事務費
外国人雇用状況届出の集計業務に必要な
経費等

4

計 3.7 計 0

事業費 アンケート調査等実施費 1.3

計 7 計 0

人件費 事業担当者の人件費 2

消費税 0.4

B.フューチャーデザインラボ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費等 事業担当者の人件費 4

消費税 1

金　額
(百万円）

事業費 ヒアリング調査等実施費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

2



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

9 広島労働局
外国人労働者の就業の促進及び雇用管理の改善を図るために外国人雇
用状況届出の内容、義務化に関する周知・事業主指導等を行う。

1 - -

10 神奈川労働局
外国人労働者の就業の促進及び雇用管理の改善を図るために外国人雇
用状況届出の内容、義務化に関する周知・事業主指導等を行う。

1 - -

7 岐阜労働局
外国人労働者の就業の促進及び雇用管理の改善を図るために外国人雇
用状況届出の内容、義務化に関する周知・事業主指導等を行う。

1 - -

8 三重労働局
外国人労働者の就業の促進及び雇用管理の改善を図るために外国人雇
用状況届出の内容、義務化に関する周知・事業主指導等を行う。

1 - -

5 滋賀労働局
外国人労働者の就業の促進及び雇用管理の改善を図るために外国人雇
用状況届出の内容、義務化に関する周知・事業主指導等を行う。

1 - -

6 茨城労働局
外国人労働者の就業の促進及び雇用管理の改善を図るために外国人雇
用状況届出の内容、義務化に関する周知・事業主指導等を行う。

1 - -

3 大阪労働局
外国人労働者の就業の促進及び雇用管理の改善を図るために外国人雇
用状況届出の内容、義務化に関する周知・事業主指導等を行う。

1 - -

4 東京労働局
外国人労働者の就業の促進及び雇用管理の改善を図るために外国人雇
用状況届出の内容、義務化に関する周知・事業主指導等を行う。

1 - -

1 愛知労働局
外国人労働者の就業の促進及び雇用管理の改善を図るために外国人雇
用状況届出の内容、義務化に関する周知・事業主指導等を行う。

4 - -

2 静岡労働局
外国人労働者の就業の促進及び雇用管理の改善を図るために外国人雇
用状況届出の内容、義務化に関する周知・事業主指導等を行う。

2 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

8

9

6

7

4

5

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 フューチャーデザインラボ
専門学校に就学する留学生の数や修了後の日本企業への就職ニーズ等
の実態調査・報告書の作成

4 5 53％

2

8

9

10

5

2

6

7

4

3

1
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル
ティング

・日本企業における外国人技術者や理系留学生の活用状況に関する調査
・セミナー開催による調査結果の普及・啓発

7 4 22％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率


